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連結注記表

連結注記表

［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称

㈱コーセーアセットプラン

㈱アールメンテナンス

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10年～50年

構築物 10年

工具器具備品 ４年～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 1 －
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し

ております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

 　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（マンション販売事業）

ファミリーマンション及び資産運用型マンションの企画・開発・販売を行っており、顧客との不動産売買契

約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。

当該履行義務は、物件の引渡しを行うことにより、顧客に当該物件に対する支配が移転し履行義務が充足さ

れると判断し、引渡しを行った一時点において収益を認識しております。

（不動産賃貸管理事業）

オーナー所有物件の賃貸管理、建物管理等を行っており、顧客との管理委託契約に基づきこれらのサービス

を提供する義務を負っております。

当該履行義務は契約期間における時の経過により履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に従い一定

の期間にわたって収益を認識しております。

（ビルメンテナンス事業）

マンションの事務管理業務、管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算等マンションの

総合管理業務を提供する義務を負っております。

当該履行義務は契約期間における時の経過により履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に従い一定

の期間にわたって収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

 控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

－ 2 －



2023/04/03 10:25:36 / 22944207_株式会社コーセーアールイー_招集通知

連結注記表

販売用不動産 2,617,745 千円

仕掛販売用不動産 5,762,386

計 8,380,132

［会計方針の変更に関する注記］

 (収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変

更点は、これまで販売費及び一般管理費に計上していた、顧客に支払われる対価の一部を売上高から控除して表示す

るものであります。

この結果、当連結会計年度の売上高は 153,758千円減少し、販売費及び一般管理費は 153,758千円減少しておりま

すが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益へ与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高

へ与える影響はありません。

 (時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありません。

［会計上の見積りに関する注記］

１．棚卸資産の評価

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　①算出方法

　　　当社グループは、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価額を下

回っている棚卸資産の帳簿価額を、正味売却価額まで切り下げる会計処理を適用しております。

なお、正味売却価額は、予定販売価格から予定工事価格及び予定販売諸経費を控除したものであります。

　　②主要な仮定

　正味売却価額は、過去の販売実績や近隣地域の取引事例、市場動向等を考慮した、物件ごとの事業計画上の予

定販売価格及び予定工事価格・予定販売諸経費等に基づいて算出しております。

　　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　不動産市況などの事業環境の変化により予定販売価格や予定工事価格等が影響を受けることで、正味売却価額

が帳簿価額を下回った場合には、評価損計上の処理が追加で必要になる可能性があります。

－ 3 －
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仕掛販売用不動産 4,512,463 千円

建物 103,500

土地 318,510

計 4,934,475

短期借入金 2,356,000 千円

１年内返済予定長期借入金 390,004

長期借入金 1,264,357

計 4,010,361

3. 有形固定資産の減価償却累計額 133,932千円

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年
度 期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 10,368,000株 －株 －株 10,368,000株

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年
度 期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年
度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 211,233株 －株 －株 211,233株

・配当金の総額 253,919千円

・１株当たり配当額 25円

・基準日 2022年１月31日

・効力発生日 2022年４月28日

・配当金の総額 365,643千円

・１株当たり配当額 36円

・基準日 2023年１月31日

・効力発生日 2023年４月28日

［連結貸借対照表に関する注記］

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

2. 保証債務

　　当社は、顧客が利用する住宅ローンに対する金融機関への借入金に対して

　156,161千円の債務保証を行っております。

4. 有形固定資産の減損損失累計額

　減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］

1. 発行済株式の総数に関する事項

2．自己株式の数に関する事項

3. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

2022年４月27日開催の第32期定時株主総会決議による配当に関する事項

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2023年４月27日開催の第33期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

－ 4 －
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連結貸借対照表

計上額
時価 差額

長期借入金（1年以内返済予定含

む）

1,950,177 1,961,186 11,009

連結貸借対照表計上額

非上場株式 66

［金融商品に関する注記］

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に分譲マンションの開発・販売計画に基づき、必要な資金を銀行借入で調達しておりま

す。また、短期的な運転資金を銀行より調達し、一時的な余資は短期的な預金に限定して運用しております。

なお、現在、デリバティブ取引はありませんが、利用する際は、借入金の金利変動リスクを回避することを目

的とし、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、相手

先ごとに期日及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握によりリスクの軽減を図っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に分譲マンションのプロジェクト（用地取得、建設工事、販売活動）に係る資金調達であり、

開発・販売計画の遅延等による流動性リスクを伴っておりますが、資金繰管理を概ね日次で行い、当該リスク

を管理しております。なお、資金調達を行う際は、金利動向を十分に把握して、金利変動リスクを管理する方

針であります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　2023年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

　（注）　１. 現金及び預金、売掛金、支払手形及び買掛金並びに電子記録債務、短期借入金、未払

法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額　　　　　　　　（単位：千円）

※非上場株式は、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

第５項の取扱いを適用し、時価開示の対象とはしておりません。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

－ 5 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年以

内返済予定含む）
－ 1,961,186 － 1,961,186

（単位：千円）

報告セグメント

その他
合計

調整額
連結損益計算
書計上額ファミリー

マンション
販売事業

資産運用型
マンション
販売事業

不動産賃貸
管理事業

ビルメンテ
ナンス事業

計

売上高

顧客との契約か
ら生じる収益 6,158,014 4,172,554 221,320 267,038 10,818,928 74,703 10,893,632 － 10,893,632

その他の収益 － － 102,091 － 102,091 － 102,091 － 102,091

外部顧客への売
上高 6,158,014 4,172,554 323,411 267,038 10,921,019 74,703 10,995,723 － 10,995,723

セグメント間の
内部売上高又
は振替高

－ － － 16,356 16,356 － 16,356 △16,356 －

計 6,158,014 4,172,554 323,411 283,394 10,937,375 74,703 11,012,079 △16,356 10,995,723

　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債　　　　（単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて計算する方法により算定しております。

［収益認識に関する注記］

1. 収益の分解情報

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）範囲に含まれ

る不動産賃貸収入等であります。

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

4.会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

(３)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

1.契約負債等の残高

顧客との契約から生じた契約資産については、該当事項はありません。契約負債については、連結貸借対照

表計上額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

2.残存履行義務に配分した取引価格

期末時点で充足されていない履行義務に配分した取引価格の当連結会計年度末の総額は、主にファミリーマ

ンション販売事業、資産運用型マンション販売事業に関するもので、6,874,902千円であり、概ね１年以内に

収益を認識する予定です。また顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は

ありません。

［賃貸等不動産に関する注記］

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、福岡県において、商用及び住居用の賃貸ビル（土地を含む）を有しております。
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連結貸借対照表計上額 時価

285,369 664,000

（1）１株当たり純資産額 919円17銭

（2）１株当たり当期純利益 124円05銭

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　（注2）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。

［その他の注記］

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、比率については四捨五入しております。
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個別注記表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10年～50年

構築物 10年

工具器具備品 ４年～８年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており

ます。

4. 重要な収益及び費用の計上基準

 　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（マンション販売事業）

ファミリーマンション及び資産運用型マンションの企画・開発・販売を行っており、顧客との不動産売買契

約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。

当該履行義務は、物件の引渡しを行うことにより、顧客に当該物件に対する支配が移転し履行義務が充足さ

れると判断し、引渡しを行った一時点において収益を認識しております。

（不動産賃貸管理事業）

オーナー所有物件の賃貸管理、建物管理等を行っており、顧客との管理委託契約に基づきこれらのサービス

を提供する義務を負っております。
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個別注記表

当該履行義務は契約期間における時の経過により履行義務が充足されると判断し、顧客との契約に従い一定

の期間にわたって収益を認識しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

  控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税等については、販売費及び一般管理費に計上しております。
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販売用不動産 2,617,745 千円

仕掛販売用不動産 5,762,386

計 8,380,132

［会計方針の変更に関する注記］

 (収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変更点

は、これまで販売費及び一般管理費に計上していた、顧客に支払われる対価の一部を売上高から控除して表示するも

のであります。

この結果、当事業年度の売上高は 153,758千円減少し、販売費及び一般管理費は 153,758千円減少しております

が、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益へ与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ与える

影響はありません。

 (時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10

号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

［会計上の見積りに関する注記］

１．棚卸資産の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結計算書類「連結注記表［会計上の見積りに関する注記］１．棚卸資産の評価」の内容と同一であります。
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仕掛販売用不動産 4,512,463 千円

建物 103,500

土地 318,510

計 4,934,475

短期借入金 2,356,000 千円

１年内返済予定長期借入金 390,004

長期借入金 1,264,357

4,010,361

　 短期金銭債務 6,074 千円

4. 有形固定資産の減価償却累計額 133,702 千円

普通株式 211,233 株

未払事業税 21,609 千円

賞与引当金 4,278

モデルルーム費 23,277

その他 24,213

繰延税金資産小計 73,379

評価性引当額 △36,245

繰延税金資産合計 37,133

［貸借対照表に関する注記］

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

2. 保証債務

　　当社は、顧客が利用する住宅ローンに対する金融機関への借入金に対して

　156,161千円の債務保証を行っております。

3. 関係会社に対する金銭債権、債務

5. 有形固定資産の減損損失累計額

　減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

売上原価 21,760 千円

販売費及び一般管理費 16,356 千円

［株主資本等変動計算書に関する注記］

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
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種類 会社等の名称
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他
の関係
会社

株式会社ＴＭＩ
トラスト

3,000
不動産
賃貸業

被所有
直接
20.7

賃貸マン
ションの
管理

役員兼任
１名

家賃等の
回収、送
金(注)

39,227 預り金 3,406

(1) １株当たり純資産額 889円74銭

(2) １株当たり当期純利益 121円77銭

［関連当事者との取引に関する注記］

法人主要株主等

（注） 　当社は、入居者から家賃等の回収を行い、株式会社ＴＭＩトラストに送金した金額を取引金額に記載して

おります。

［収益認識に関する注記］

　収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類における注記に同一の内容を記載しているため、記載を省

略しております。

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。

［その他の注記］

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、比率については四捨五入しております。
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